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1.はじめに 

近年、あらゆる場面で“技術評価”を行うことが求めら

れている。たとえば、事業等の発注者は最も適切な技術を

有する受注者を選択することが必要である。そのため、ど

の企業がどの程度の技術力を保有しているかを評価し判断

する技術評価の方法は重要な課題である。 

各所で独立的に技術評価方法が開発され運用されており、

それぞれ特徴と独自性はあるが、たとえば技術評価方法の

理念・概念をはじめ、技術評価指標などの普遍性は乏しく

ならざるを得ない。 

本報告の目的は、以上の背景の下に、既存の技術評価手

法を整理分析し、特に、技術評価の理念・目的、採択され

ている技術評価指標の全体像を明らかにすることにある。 

2.既存の技術評価方法の調査分析１） 

2-1 調査分析の方法 

土木分野を中心に既存の37種類の技術評価方法を収集し

た（表-1 参照）。ただし技術評価の対象が異なるため、収集

した技術評価方法を、個人が持つ技術の評価を対象とした

もの、同様に、組織、事業・プロジェクト、建設技術･R&D

に区分して分析した。 

分析の方法は、それぞれの技術評価方法から技術評価の

理念・目的に関するキーワードを抽出し、KJ 法的手法で体

系化を図る。次いで、それぞれで採択されている技術評価

指標を抽出し、同様にKJ 法的手法で上述した 4 対象別に体

系化を図った。具体的には、概念の類似したキーワードを

グルーピングして共通概念のラベルで代表させ、順次大き

な概念に組み上げて体系化を図った。 

2-2 技術評価の理念･目的の分析 

図-１は、37 種類の技術評価方法のそれぞれが持つ理念・

目的、すなわち何の目的で技術評価を行っているのかを集

約して整理したものである。特徴的な傾向として、①技術

評価は、個人が持つ技術を測ることを始め、組織、事業、

建設技術などの対象に分けて多面的に評価していること、

また②社会的要請に応えることを、技術評価の一義的目的

ではないが二義的としてほとんどの技術評価方法の目的に

挙げており、従来の単に技術を測るや技術の向上を図る目

的から、社会ニーズに対応してきていることが上げられる。 

2-3 技術の評価指標の分析 

 図-2、-3、-4、-5 は、それぞれ個人、組織、事業・プロジ

ェクト、建設技術・R&D が持つ技術をどのような側面から

補えるか、すなわち評価指標を整理分析したものである。 

 図-2 は、技術者個人が保有する技術をいかなる指標で測

ろうとしているかを示したものである。基本的には、①一

般知識や専門技術を中心とした知識、および②実務能力が

中心で、これには管理能力と実際の経験がほとんどの技術

評価方法で重んじられている。これらに続いて近年の社会
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図-1 技術評価の理念・目的の分析

表－1 調査した技術評価方法 

業務･経営改革を図る 技術管理 工程管理
省力化､省人化

技術の品質向上を図る 機能･性能
供用性 技術の活用･普及

コスト縮減を図る

倫理･CSRを果たす 社会的信頼性 安全･安心
説明責任 情報公開
公平･公正な競争 不祥事の防止

経済発展に寄与する 社会資本の形成
事業効果 経済性､価格競争
企業･人を育成
資源の活用 耐久性（長寿命化）

環境保全を図る 生活環境
自然環境 美観

技術の向上
を図る

社会的要請
に応える

技術を評価
する(技術を
測る）

個人の持つ技術を評価する
組織の持つ技術を評価する
事業･ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの持つ技術を評価する

建設技術･R＆Dの持つ技術を評価する

技術士 1級土木施行管理技士 宅地取引主任者
1級建築士 土木学会認定技術者 経営事項審査

デミング賞
コンサルタント業務指
名競争入札技術審査
基準

有資格者名簿の
作成に際しての
資格審査

一般競争入札 総合評価方式
技術者評価型プ
ロポーザル方式

一般競争入札
（総合評価方式）

総合評価型プロポー
ザル方式

総合評価落札方
式の性能等の評
価方法について

EVALUATION
PROCEDURE,Lo
cal
COMPETITIVE

国土交通省地方整備
局工事成績評定

公共事業の事業
評価（新規事業
採択時評価）

公共事業の事業
評価（再評価）

公共事業の事業評価
（事後評価）

業務成績評定

公共事業評価の
方法に関する解
説（案）

新事業の技術評価手
法（事業性評価）

代替医療の科学
的評価手法の開
発

農薬生態毒性評
価手法

環境技術評価制度（韓
国）

技術評価実施規
定（NEDO）

経済産業省技術
評価指針（プロ
ジェクト評価に関
する評価,事前評

建設技術審査証明（建
設技術審査証明協議
会）

建設施工技術評
価指針（試案）

科学研究費補助
金の審査（日本
学術振興会）

土木学会　技術評価
制度

建設技術の総合
評価システム

建設施工技術の
総合評価手法

建設分野における技
術評価手法の提案

新技術情報シス
テム（NETIS）

CORINS（工事実
績情報サービス）

技術評価方法名

土木学会第62回年次学術講演会(平成19年9月)

-401-

6-201



情勢から、③技術者倫理の保有も多くの技術評価方法で要

請されている。困難とされる④資質保有の程度も一部の技

術評価方法で導入されており、筆記、面接、実技試験等で

補えようとする試みに注目される。 

図-3 は、企業や団体が組織として保有する技術を評価す

る際の指標を整理したものである。個人と異なって対象が

組織と不定形のため測りがたい側面を持つこともあるが、

結局は①同種･類似工事の実績とその工事成績、および②技

術力保有の程度が上げられている。ここで後者は、定性的

かつ相対的評価にならざるを得ないものも多く、または他

の指標に置き換えた間接評価指標を取らざるを得ないもの

も多い。組織が持つ技術を測定することは、総合評価落札

方式の普及など今後ますます増加しかつ重要性を増してく

ると思われるので、より適切な技術評価方法の開発が期待

される。 

 図-4 は、事業ないしプロジェクトが内包する技術の評価

指標を整理分析したものである。事業評価制度に代表され

るように、①豊かさや地域振興などの社会的要請の程度や、

社会情勢を鑑みた②事業の成立性に重点が置かれているこ

とが分かる。また、③品質確保や④環境の保全性は変わら

ぬ評価指標といえる。①ではチェックリストによる方法や

定性的評価をせざるを得ない場合が多いと考えられ、②で

は費用便益分析手法などで定量的かつ絶対的評価が行われ

ることが多いが、その入力値そのものには精度上問題が多

いことは留意しておく必要があると思われる。 

 図-5 は、建設に関る要素技術（設計･解析手法、工法･材

料レベル）が持つ技術の評価指標と、研究開発活動そのも

のを対象とした評価指標をまとめたものである。まず、技

術の必要性・供用性・経済性を中心とした①技術の事業性・

市場性の観点から、次いで、その技術の②当該工事への適

用性が、技術評価の指標として選定されていることが分か

る。また一部の技術評価方法では、R&D 活動の成果だけで

なく、③研究開発過程の適切さを評価している例がある。

これは、“品質は工程で造り込む”の生産思想を反映してい

るものと考えられる。 

3.おわりに 

技術評価は重要性を増してきているが、既存の技術評価

の目的やどのような評価指標が採択されているかの実態調

査を行った結果、多様な理念・目的のもとに、それぞれの

方法は独自性を持って開発・運用されていることが明らか

となった。今後、より高い公平性、普遍性、客観性を持っ

た技術評価方法が開発できれば、その信頼性や適用性はよ

り高まっていくと思われる。 
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図-2 個人を対象とした技術評価指標の分析 

図-3 組織を対象とした技術評価指標の分析 

図-4 事業･プロジェクトを対象とした技術評価指標の分析

図-5 建設技術・Ｒ＆Ｄを対象とした技術評価指標の分析
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